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とした．調査は，隣接する ABCD 県の特別養護老人ホーム 269 か所の生活相談員を対象とし，調査項目は，
対象者の基本属性（年齢，性別，最終学歴，勤務年数），施設の社会化（施設運営の社会化，ボランティア
の受け入れ，施設設備機能の地域開放，利用者の生活圏の拡大），社会的効果で構成した．回収された 97
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依頼した．調査期間は，2012 年 9 月 1 日から 10 月 15
日までの約 1 ヵ月半であった．なお，調査に際しては

















































CFI と RMSEA を採用した．CFI は一般的に 0.9 以上，
RMSEA は 0.08 以下であればモデルがデータに適合し
ていると判断される．なお，分析モデルの標準化係数（パ
ス係数）の有意性は，非標準化係数を標準誤差で除した
値（以下 t 値）の絶対値が 1.96 以上（5% 有意水準）を
示したものを統計学的に有意とした．本研究の分析には，
SPSS12.0J，Mplus Version 2.01 を使用した．本研究では，







る．性別は男性が 68 名（73.1%），女性が 25 名（26.9%）
と男性が約 7 割と多かった．対象者の年齢は 40 歳代が





での勤務年数は「5 年以上 10 年未満」が 23 名（24.7%）
と最も多く，次いで「10 年以上 15 年未満」が 21 名（22.6%）
















年齢 平均 41.2 歳（標準偏差 9.2，範囲 23－58 歳）
 20 歳代 10（10.8）
 30 歳代 30（32.3）
 40 歳代 32（34.4）
 50 歳代 21（22.6）




 大学院卒業 1   （1.1）
現施設での勤務年数 平均 10.8 年（標準偏差 7.3，範囲 0.5－27 年）
 1 年未満 4   （4.3）
 1 年以上 5 年未満 18（19.4）
 5 年以上 10 年未満 23（24.7）
 10 年以上 15 年未満 21（22.6）
 15 年以上 20 年未満 12（12.9）











１．地域の人たちを施設行事に招待する 70（75.3） 22（23.7） 1（1.1）







５．施設の自己評価を公開する 81（87.1） 5（5.4） 7（7.5）




８．家族のニーズを施設運営に反映している 25（26.9） 44（47.3） 24（25.8）
９．地域住民の福祉ニーズを施設運営に反映している 51（54.8） 33（35.5） 9（9.7）
10．国や地方公共団体の方針を施設運営に反映している 43（46.2） 28（30.1） 22（23.7）







３．利用者の外出を補助するボランティアを受け入れる 79（84.9） 10（10.8） 4（4.3）




















































目）」「利用者の生活圏の拡大（6 項目）」の 4 因子二
次因子モデルのデータに対する適合性を検討した結果，

















５．地域住民も参加できる盆踊り等の行事を実施する 77（82.8） 13（14.0） 3（3.2）
利用者の生活圏の拡大
１．（利用者と一緒に）一泊程度の旅行に参加する  93（100.0） 0    （0） 0    （0）
２．（利用者と一緒に）日帰り程度の旅行に参加する 72（77.4） 21（22.6） 0    （0）
３．（利用者と一緒に）娯楽施設を利用する 64（68.8） 28（30.1） 1（1.1）
４．（利用者と一緒に）デパートでの買い物 61（65.6） 31（33.3） 1（1.1）
５．（利用者と一緒に）近所での買い物 49（52.7） 42（45.2） 2（2.2）
６．（利用者と一緒に）外食する 66（71.0） 27（29.0） 0    （0）














その結果，因子構造モデルの適合度は CFI が 0.965，
RMSEA が 0.066 と改善したが，「施設運営の社会化」
因子から下位項目（項目 5「施設の自己評価の結果を公
開する」）に対するパス係数に不適解が見られた（パ
ス係数が 1 を超えた）ため，項目表現が似ている項目 6
「第三者評価の結果を公開する」項目との誤差相関を設
定したところ，データに対する適合度は CFI が 0.969，









項目）」の 4 因子計 25 項目とした．
（2）「社会的効果」
5 項目 1 因子モデルを仮定した「社会的効果」尺度の
データに対する適合性を検討した結果，CFI が 0.985，
RMSEA が 0.163 と RMSEA が許容水準を満たしていな












の関連性を検討した結果，まず適合性は CFI が 0.951，






















当てはまらない やや当てはまる かなり当てはまる 十分当てはまる
１．地域の人たちの福祉施設に対する見方や態度が
良くなる
2（2.2） 42（45.2） 35（37.6） 5（5.4）
２．施設利用者の生活機能や意欲が良くなる 5（5.4） 45（48.4） 32（34.4） 11（11.8）
３．職員の仕事の意欲が高まる 6（6.5） 47（50.5） 33（35.5） 7（7.5）
４．地域の人たちの高齢者に対する見方や態度が良
くなる
5（5.4） 40（43.0） 36（38.7） 12（12.9）

























3 施設 60 カ所の高齢者 3,519 人の介護実態調査（厚生労
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